
各委員からの課題意見等

条例改正 現状での問題点等

          第８章　市政運営の原則（第22条－第31条）

          第９章　最高規範性（第32条）

          第10章　雑則（第33条・第34条）

      　  附則

●前文～第４章(第11条まで)・・・理念、基本原則などのビジョンを示すとともに、市民、議会、市の役割を明確化し、権利や責務等の概念を規定

          第５章　コミュニティ活動と市民公益活動（第12条・第13条）

自治基本条例の現状での課題等(検証ワークシートによる)

目次　　　前文

          第１章　総則（第１条－第３条）

          第２章　市民の権利及び責務（第４条・第５条）

          第３章　議会の権能及び責務（第６条－第８条）

          第４章　市長、他の執行機関及び職員の責務（第９条－第11条）

　丸亀市は、讃岐平野の中央に位置し、飯野山、土器川とその周りに広
がる田園は、讃岐の山並みへと続き、穏やかな瀬戸内海には島々が点在
しております。温暖な気候風土は、産業を振興させ、人々の暮らしを豊
かにし、まちを発展させるとともに、丸亀城を始めとする歴史遺産や伝
統、文化を育んできました。
　私たち丸亀市民は、ふるさとに深い愛着を抱いており、先人たちが守
り続けてきた、豊かな自然や育まれた産業、培われてきた歴史や伝統、
文化を受け継ぎ、次世代に引き継いでいかなければなりません。
　私たちは、これからの地方分権時代における多様で個性豊かな地域社
会を形成していくために、主権者である市民一人ひとりが主体となっ
て、役割を分担し、自らの責任を果たし、協力しなければなりません。
私たちは、お互いに個人として尊重されるとともに、自らの意思と責任
に基づいて主体的に行動することを自治の基本理念として定め、安全で
安心して暮らせる社会の実現に向けて取り組んでまいります。
　ここに私たちは、地方自治の本旨に基づき、丸亀市における自治の基
本理念を共有し、自治の更なる進展のために自治基本条例を制定しま
す。

          第６章　情報の共有（第14条・第15条）

          第７章　市民参画及び協働（第16条－第21条）

前文

章、条の見直し 条　　文

・前文の文章を改訂（簡素
に読みやすく）
　広がる田園は、阿讃山脈
へと続き、穏やかな瀬戸内
海には風光明媚な島々が点
在して温暖な気候風土は
人々の暮らしを豊かにし、
町を発展させ産業を振興さ
せております。また、丸亀
城を～
　～先人たちが守り続けて
きた自然、伝統、文化、地
場産業などを次世代に引き
継いでいかなければなりま
せん。
私たちは、個性豊かな地域
社会を形成していくため
に、市民一人ひとりが主権
者となって地域分権時代に
おける役割を分担して自ら
の責任を果たし協力しなけ
ればなりません。

・自治基本条例って何？そういう市民が多いの
では。

・「ここに私たちは…」とある。私たちとは、
前文内容からすると、「自治基本条例を制定し
たのは丸亀市民」と読み取れますがアンケート
では「丸亀市」が制定したとあるので微妙です
が違っている気がする。

第2回自治推進委員会
平成22年8月19日（木）

【資料①】
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第１章　総則

第１条　目的

第４条　市民の権利 ・「安全で安心な生活を営
むとともに」→「安全で安
心な生活を営むために」

・２「評価及び政策の形成
への反映」→「評価及び形
成への反映」

・４、５は必要でないので
は？

・市民が情報を知る方法として（インターネッ
トは限られた方だけだと思う。）自治基本条例
だけでなく他の推進委員会のものも一緒にまと
めた冊子があれば市民がもっと身近に感じら
れ、関心も高まるのではないかと思う。

章、条の見直し 条　　文

各委員からの課題意見等

条例改正 現状での問題点等

・「自立した地域社会を実
現し、市民福祉の向上を目
指す」→「市民主体の自治
の実現を図る」

第２条　定義

　第１条の目的を達成するため、次に掲ることをこの条例の基本原則と
する。
⑴　市民及び市は、一人ひとりの人権を尊重すること。
⑵　市民及び市は、互いに市政に関する情報を共有し合うこと。
⑶　市民は、市政への参画の機会が保障されること。
⑷　市民及び市は、協働してまちづくりを行うこと。
⑸　市民の自治活動は、自主性を基本とし、尊重されること。

第３条　基本原則

　この条例は、丸亀市における自治の基本理念を明らかにし、市民の権
利及び責務並びに市長及び議会の権能及び責務を明確にするとともに、
市政に関する基本的な事項を定めることにより、自治の進展を図り、自
立した地域社会を実現し、市民福祉の向上を目指すことを目的とする。

　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。
⑴　市民　市内に住み、働き、学ぶ者及び市内において事業又は活動を
行う法人その他の団体をいう。
⑵　市長等　市長、消防長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、
公平委員会、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。
⑶　参画　市の政策の立案、実施及び評価に至る過程に、責任を持って
主体的に関与することをいう。
⑷　協働　市民及び市が、それぞれの責任と役割分担に基づき、互いの
特性を尊重しながら、対等な立場で協力し合うことをいう。

・自立した地域社会とはどのようなものか

・⑵｢市長等｣→｢執行機関｣

・⑷「協働」の定義に「市
民相互」と「共通の目的達
成のために共に」という文
言を追加する。

・⑸は必要でないのでは？

　市民は、個人として尊重され、安全で安心な生活を営むとともに等し
く市の行政サービスを受ける権利を有する。
　２　市民は、市が行う政策の形成、執行、評価及び政策の形成への反
映（以下「政策形成等」という。）の過程に参画する権利を有する。
　３　市民は、市が保有する情報を知る権利を有する。
　４　市民は、互いに対等な立場で前３項に規定する権利を行使するこ
とができる。
　５　市民は、市政への参画に当たり、自主性及び自立性が尊重される
権利を有する。

第２章　市民の権利及び責務
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第５条　市民の責務

第６条　議会の権能

第７条　議会の責務

第３章　議会の権能及び責務

章、条の見直し

・議員がどの様な働きかけ仕事をしているかが
市民には伝わってこない。どんなことを推し進
めようとしているのか、どんなところを改善し
ようと思われているか、分かるようにして欲し
い。

・市民に対して説明するよ
う努めなければならない→
方法や報告回数等について
明確に表記できないか？

・納税、選挙への文言がい
るのでは？納税の義務を果
たすものとし、また選挙権
を有する市民はその行使の
機会を生かす。

・２　具体的な表記があれ
ば？

・市民は行政サービスに伴う負担を分任するた
めに、自治会に加入するか、新たに結成し、地
域のコミュニティー活動の費用その他に協力す
べきである。
・自治会組織に加入しないなど、市民としての
責務の遂行に勤めない者に対して市当局の担当
者の対応が判りにくい。
・会費、寄付金その他負担する人と、しない人
の不公平さに疑問を感じる。
・真のコミュニティは、利害を共にする人の集
まりでなければならない。
・｢行政サービスに伴う負担を分任しなければな
らない｣とはどのような状態をいうのか。

　議会は、地方自治法（昭和22 年法律第67 号。以下「法」という。）
の定めるところにより、条例の制定又は改廃、予算の決定、決算の認定
のほか、市政に関する事項で別に法令及び条例で定められた事項につい
て議決する。
　２　議会は、市民の意思が市政に反映され、適正に市政運営が行われ
ているかを監視し、けん制する権能を果たさなければならない。

　市民は、自治の主体であることを自覚し、互いに尊重し合うととも
に、協働による自治の推進に努めるものとする。
　２　市民は、政策形成等の過程に参画するに当たっては、自らの行動
及び発言に責任を持ち、前条に規定する権利の行使に当たっては、これ
を濫用してはならない。
　３　市民は、行政サービスに伴う負担を分任しなければならない。

第 8条　議員の責務 　議員は、議会活動に関する情報、市政の状況等について、市民に対し
て説明するよう努めなければならない。
　２　議員は、市民福祉の向上を図るため、市政調査、議案提出等の権
能を積極的に活用するよう努めなければならない。

　議会は、会議を公開するとともに、議会の保有する情報を市民と共有
し、開かれた議会運営に努めなければならない。
　２　議会は、自らの権能と責務に関する基本的な事項を定め、市民に
対し、議会の役割を明確にするよう努めなければならない。

・「議会だより」の内容の充実を図ってほし
い。

・議会はまだまだ議員の数が多い様に思う。議
会では市民の意思が市政に反映されている様な
答弁とは思えない。市民の声が通る様な議会に
してほしいと思う。

条　　文

各委員からの課題意見等

条例改正 現状での問題点等
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･｢まちづくり｣
　　　　　→｢まちづくり｣

・特に窓口業務、受付、相談窓口には市民が安
心してどんな事でも聞くことの出来る様な人材
配置を望む。（市民からどうしてあの人をおい
ているのだろうという声も聞かれるので…）
・市民の意向を適正に判断し、タウンミーティ
ング、市長との対話等についての実施方法や内
容はどんなものか。その結果、市政がいかに反
映されているのかが知りたい。

章、条の見直し

第４章　市長、他の執行機関、職
員の責務

第11条　職員の責務

条　　文

　市長は、市政の代表者として、この条例の理念を実現するため、毎年
市政の基本方針を明らかにし、公正かつ誠実に職務を遂行しなければな
らない。
　２　市長は、市民の意向を適正に判断し、市政の課題に対処したまち
づくりを推進しなければならない。
　３　市長は、職員を指揮監督し、その能力を評価した上で適正に配置
するとともに、人材の育成を図らなければならない

　市長を除く執行機関は、その職務に応じて、市長と同様の責務を負
い、市長及び他の執行機関と協力して市政の運営に当たらなければなら
ない。

第 9条　市長の責務

第10条　他の執行機関の責務 ・「協働」「参画」の文言
が必要でないだろうか？

各委員からの課題意見等

条例改正

　職員は、市民本位の立場に立ち、公正、誠実かつ効率的にその職務を
遂行しなければならない。
　２　職員は、職務の遂行に当たっては、法令及び条例等を遵守しなけ
ればならない。
　３　職員は、職務の遂行に必要な知識や技術等の能力開発及び自己啓
発を行うとともに、創意工夫に努めなければならない。

現状での問題点等

・「協働」「参画」「コ
ミュニティの進展」又は
「地域づくり」の文言があ
れば？

・検証作業のための市職員アンケートを実施し
てはどうか？→第３２、３３条参照

･ ・ ・
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各委員からの課題意見等

　活動の役割を尊重
し、適切な措置を講
ずる。

章、条の見直し
条　文

第13条　市民公益活動
　市長等は、自発的かつ自主的に
行われる非営利の活動で、様々な
分野で社会的な課題を解決し、よ
りよい社会づくりに寄与すること
を目的とする市民公益活動を尊重
するとともに、その活動を促進す
るための適切な施策を講じなけれ
ばならない。

第５章 ｺﾐｭﾆﾃｨ活動と市民公益活
動

第12条　コミュニティ活動
　市民は、安心して心豊かに暮ら
すことのできる地域社会を実現す
るため、自主的な意思によってま
ちづくりに取り組み、お互いに助
け合い、地域の課題を共有し、解
決に向けて自ら行動するものとす
る。
　２　市長等は、前項に規定する
市民の自主的な地区におけるコ
ミュニティ活動の役割を尊重しな
がら適切な施策を講じなければな
らない。

第９章（第３２条）～第１０章（第３４条）･･･条例の位置づけ、雑則

関係事業等

・まちづくり計画策定
の推進
・コミュニティセン
ターの整備、充実
・コミュニティ活動へ
の助成

(詳細は21年度第1回資
料 参 照 )

･｢まちづくり｣
　　　　　→｢まちづくり｣

・２「施策」→「支援」

・まだまだコミュニティーセンターが地域全般
には浸透してなくて、老人クラブ的な方々が集
まる所だと思われている若い方々が多い。（20
歳～50歳まで）幅広く地域の方々が利用できる
よう地域でもっと考えるべきだと思う。
・コミュニティー活動への助成のあり方は今の
ままで良いのか？
・各コミュニティが早急にまちづくり計画を出
すことで、活動の方向性がよりよくわかると思
う。
・21年度第1回資料(21.8.25)資料③自治会への
未加入者の積極的加入方法を考える（不公平感
をなくす）。
・コミュニティが住民の中には理解できてない
人もあり「自分たちのまちは、じぶんたちで」
という意識が少ないと思う。
・「コミュニティ活動の役割を尊重しながら適
切な施策を講じる」とは、どの条文にむすびつ
くのか？
・各地区のコミュニティーセンターの整備状況
とは別に、丸亀市全体のコミセン活動を支援す
る拠点はどのようになっているだろうか？拠点
→連合組織体のようなもの。
・市が指定管理も取り入れ、コミュニティに
持っている方向性は何か。
・コミュニティと行政の関係性。役割・責任の
明確化。コミュニティの自主性や独自性を各コ
ミュニティが持っていく方向なのか。

※　第20条（協働）を
参照

第５章（第１２条）～第８章（第３１条）･･･まちづくりの原則、制度を規定・・・具体的な事業の展開

　活動促進のため適
切な措置を講ずる。

現状での問題点等

※ 第20条（協働）を参
照

・協働という言葉も市民に浸透していない。
・現段階で殆んど実施できてないと思うがどう
か？
・適切な措置への結びつく条文とは？
・提案公募型協働事業の今後の方向性は。実施
後の検討も必要では。
・市職員の研修は実施されているか。
・市民活動センターはどうなったのか。

市及び市長等の対応 関係例規名

◎コミュニティセン
ター条例
○コミュニティセン
ター条例施行規則
○地区コミュニティ運
営助成金交付要綱
○コミュニティまちづ
くり補助金交付要綱
○自治会補助金交付要
綱

・「施策」→「支援」

条例改正

･ ・ ・
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章、条の見直し
条　文

第６章　情報の共有

　市の情報を積極的
に公開し、市民との
情報共有に努める。
　必要な事項は別に
条例で定める。

第15条　個人情報の保護
　市は、市民の基本的人権を守る
ため、個人情報の保護を厳正に行
うとともに、自己に係る個人情報
の開示、訂正等を請求する市民の
権利に対して、適切な措置を講じ
なければならない。
　２　前項に規定する個人情報の
保護に関し必要な事項は、別に条
例で定める。

・個人情報保護の適切な運営とはいかなるもの
か？
・個人情報を守ることは非常に大切である。新
しくできた団地等、情報が少ないところでは民
生委員として情報が欲しい時もある。

・個人情報の開示等
・情報公開・個人情報
保護審査会の設置

各委員からの課題意見等

・市は情報を積極的に公開していただいている
のですが、情報を見る、知る側が見やすい分り
やすい情報公開をしてほしい。（インターネッ
ト、ホームページ、ケーブルテレビを見られな
い人も多いので）
・一部分の市民だけでなく関係地域の住民にも
速く情報の公開→パブリックコメント等→住民
の納得・賛成→決定が速くなる。例えば保育所
民営化、小中一貫校等の問題など。
・今回、この「検証作業」の中で議論すること
も大事とは思うが、以前に議題としてあげられ
ていた時の要約（要旨）をベースにしてはどう
か（もちろん当時から変わった点はフォローす
る必要があるが）。
・ハード面で、工事や何か建物が建つなどは、
建ち始めて知ることが多い気がするが、事前に
パブリックコメント等で意見を聞くなどはでき
ないのか。
・市民からの発言を活発にする方法？

関係事業等

　個人情報の保護を
厳正に行い、自己に
係る個人情報の開
示、訂正等の市民の
権利に対し、適切な
措置を講じる。
　必要な事項は別に
条例で定める。

◎個人情報保護条例
○個人情報保護条例施
行規則

市及び市長等の対応 関係例規名

第14条　情報の公開及び共有
市は、市政運営の公正の確保と

透明性の向上を図り、参画と協働
による開かれた市政を実現するた
め、市が保有する情報を積極的に
公開するとともに、市民との情報
の共有に努めなければならない。
２ 前項の規定による情報の公開

に関し必要な事項は、別に条例で
定める。

◎情報公開条例
○情報公開条例施行規
則
○消防本部情報公開条
例等施行規程
○上下水道部情報公開
条例等施行規程
○教育委員会情報公開
条例等施行規程
○教育委員会傍聴人規
則
○選挙管理委員会情報
公開条例等施行規程
○選挙管理委員会会議
傍聴規程
○監査委員情報公開条
例等施行規程
○公平委員会情報公開
条例等施行規程
○公平委員会傍聴規則
○農業委員会情報公開
条例等施行規程
○固定資産評価審査委
員会情報公開条例等施
行規程
○議会情報公開条例等
施行規程
○議会傍聴規則

市からの発信
・情報公開コーナーの
設置・各種広報紙の発
行・ホームページ作成
・ケーブルテレビでの
広報・出前講座の実施
など

市民からの発信
・ひまわりボックスへ
の投書・ひまわり通信
(Eメールでの投書)
・タウンミーティン
グ、コミュ
ニティ市長室の実施な
ど
(詳細は21年度第2回資
料参照)
・公文書の開示
・情報公開・個人情報
保護審査会の設置

条例改正 現状での問題点等

6



　委員を選任する場
合は委員構成におけ
る中立性の保持に留
意し、原則市民から
の公募による委員を
参加させる。
　会議及び会議録を
原則公開する。
　必要な事項は別に
条例で定める。

第18条　審議会等の運営
　市長等は、市の執行機関に設置
する審議会等の委員を選任する場
合は、委員構成における中立性の
保持に留意するとともに、原則と
して
市民からの公募による委員を参加
させなければならない。
　２　市長等は、審議会等の会議
及び会議録を原則として公開しな
ければならない。
　３　前２項に規定する審議会等
の委員の公募並びに会議及び会議
録の公開に関する手続その他必要
な事項は、別に条例で定める。

第７章　市民参画及び協働

第16条  参画
　市は、市民参画を促進させるた
め、様々な制度や施策を講じて、
広く市民が参画する機会を保障し
なければならない。
　２　市長等は、市民が参画しな
いことによって不利益を受けるこ
とのないよう配慮しなければなら
ない。

第17条　政策形成及び実施過程へ
の参画
　市長等は、市民の政策形成及び
実施過程への参画を保障するた
め、市民生活に重要な影響を及ぼ
す計画の策定、条例の制定改廃又
は施策を実施しようとするとき
は、市民に意見を求めなければな
らない。ただし、緊急を要する場
合はこの限りでない。
　２ 市長等は、市民に意見を求め
るときは、パブリック・コメン
ト、アンケート調査、公聴会の開
催等適当な方法で実施するものと
する。この場合において、市民に
対して十分な情報を提供するとと
もに、適当な検討期間を設けなけ
ればならない。
　３　前２項に規定する意見を求
める場合に関して必要な事項は、
別に定める。

章、条の見直し
条　文

・良いことである。

各委員からの課題意見等

　市民生活に重要な
影響を及ぼす計画の
策定、条例の制定改
廃又は施策を実施し
ようとするときは、
市民に意見を求め
る。
　市民に意見を求め
るときは、パブリッ
ク･コメント等を実施
する。この場合、市
民に十分な情報を提
供し、適当な検討期
間を設ける。必要な
事項は別に定める。

○市民の意見を求める
場合の手続に関する規
則

◎附属機関設置条例
※その他個別条例
◎附属機関会議公開条
例
○附属機関会議公開条
例施行規則
◎審議会等の委員の公
募に関する条例
○審議会等の委員の公
募に関する条例施行規
則

・会議開催情報の公表
・会議録の公開
・公募委員の募集

関係事業等

　制度や施策を講
じ、広く市民が参画
する機会を保障す
る。
　市民が参画しない
ことによって不利益
を受けないよう配慮
する。

◎附属機関設置条例
○市民の意見を求める
場合の手続に関する規
則

・審議会等の設置
・市民の意見を求める
場合の制度を設ける

市及び市長等の対応 関係例規名

・市民がアンケート調査に答える場合、質問数
が多いとかえって矛盾点が出てくる。短い問い
で誰もが答えやすい文章にする事が大切だと思
う。
・パブリックコメントのあがってくる件数が少
ないことへの対策も必要なのでは。

・パブリックコメント
の実施
・アンケート調査の実
施
・説明会の実施
・ワークショップの実
施

・わかりやすい内容にして
欲しい。言葉からしてわか
りにくい。

・３は必要だろうか？

・公募の市民枠を広げる。
・公募動機の作文を止めて面接等を入れる。
・適任者の選定が要る。
・関係例規の審議会等の委員の公募に関する条
例と審議会等の委員の公募に関する条例施行規
則が知りたい。
・審議会等の委員の選出で男女の比率は考慮し
ていると思う。今後も必要。委員の構成は検討
してもいいのではと思う。公募同様、委員にお
いても意見を提出するなど意志確認も含め必要
ではないか。

条例改正 現状での問題点等
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章、条の見直し
条　文

市及び市長等の対応

　市民及び市は相互
理解を深め、信頼関
係の下に協働してま
ちづくりを進めるよ
う努める。
　市民の自発的な活
動を支援する。

　市長は市政に関す
る重要事項につい
て、必要があると認
めたときは、住民投
票を実施することが
できる。
　実施のときは、対
象事案に応じた条例
を別に定める。
市長及び議会は住民
投票の結果を尊重す
る。

第20条　協働
　市民及び市は、お互いに対等な
立場で、相互理解を深めるととも
に信頼関係の下に、協働してまち
づくりを進めるよう努めなければ
ならない。
　２　市長等は、前項に規定する
協働を推進するに当たり、市民の
自発的な活動を支援するよう努め
るものとする。

第19条  住民投票
　市長は、市政に関する重要事項
について、住民の意見を直接問う
必要があると認めたときは、住民
投票を実施することができる。
　２　住民投票を実施しようとす
るときは、対象事案に応じた条例
を別に定めるものとする。
　３　議員及び市長の選挙権を有
する住民は、法の定めるところに
より、その総数の50分の１以上の
者の連署をもって、前項に規定す
る条例の制定を請求することがで
きる。
　４　議員は、市民の意見を直接
問う必要があると認めたときは、
法の定めるところにより，議員の
定数の12分の１以上の者の賛成を
得て、第２項に規定する条例の制
定を発議することができる。
５　市長及び議会は、住民投票の
結果を尊重しなければならない。

・地域市民活動促進基
本方針策定
・協働推進計画策定
・講座、講演会の開催
・相談会の開催
・提案公募型協働事業
の実施
・助成金等の情報提供
・市民活動ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ補
助事業の実施

講座・講演会に参加しやすい環境とはいかなる
ものか？
・関係事業の実施状況は。
・市役所の今後の方向性が分かりにくい。
・協働のレベルや協働で行うもの、行わなくて
いいもののすみ分けが必要では。その点でも職
員研修は必要だと思う。

・「協働してまちづくりを進めるよう努めなけ
ればならない。」この事はとてもいい事なので
すが近頃は助成金がもらえるから活動をすると
の方向へいきがちな様に思われます。※活動内
容をもっと重点に補助事業を見ていただき決め
て欲しい。

条例改正 現状での問題点等

◎信頼で築く丸亀市さ
わやか協働推進条例

３、４は必要ないのでは？

関係例規名 関係事業等

各委員からの課題意見等
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第８章　市政運営の原則

第22条　行政手続
　市長等は、行政処分等に関する
手続を定めて、市民の権利利益の
保護に努めなければならない。
　２　前項の手続について必要な
事項は、別に条例で定める。

市及び市長等の対応

・総合計画の策定、公
表
・行政評価の実施、公
表
・ひまわり通信の実施
・パブリックコメント
への回答

章、条の見直し
条　文

関係例規名 関係事業等

各委員からの課題意見等

「市民参画および協働の適正かつ円滑な推進
…」
協働に関わる過去、現在、将来の案件または問
題点について、もう少し時間を割いて周知し、
検討することがより理解を深め、適性かつ円滑
な推進につながると思う。
結論として、市民が自発的に参画できるよう、
啓発に努めなければならない。

条例改正

◎附属機関設置条例

　政策の立案、実施
及び評価に至る過程
において、経過、内
容、効果等について
市民に分かりやすく
説明する責任を果た
す。
　市民から提示され
た意見等に対し速や
かに回答し、公表す
る。

第21条　自治推進委員会の設置
　市民参画及び協働の適正かつ円
滑な推進及び市民による自治の進
展を図ることを目的として、丸亀
市自治推進委員会（以下「委員
会」という。）を設置する。
　２　委員会は、市長の諮問に応
じ、自治の推進に関する事項につ
いて審議し、市長に答申するもの
とする。
　３　委員会は、前項に規定する
もののほか、自治の推進に関する
重要事項について、市長に提言す
ることができる。
　４　市長は、委員会の答申及び
提言を尊重しなければならない。
　５　委員会に関し必要な事項
は、市長が別に定める。

　行政処分等に関す
る手続を定め市民の
権利利益の保護に努
める。
　必要な事項は別に
条例で定める。

　答申及び提言を尊
重する。
　必要な事項は別に
定める。

第23条　説明責任及び応答責任
　市長等は、政策の立案、実施及
び評価に至る過程において、その
経過、内容、効果等について市民
に分かりやすく説明する責任を果
たさなければならない。
　２　市長等は、市民から提示さ
れた意見等に対し、速やかに回答
するとともに、公表しなければな
らない。

現状での問題点等

◎行政手続条例
○行政手続条例施行規
則

・行政評価の実施、公表は市民の方々が一番関
心のある部分だと思うので「広報まるがめ」な
どにわかりやすくのせていただけたらいいと思
う。
・ひまわり通信に無記名で送ると返信はない
が、返信はなくても市民からこういう意見があ
がっているというのが見ることができるように
して欲しいとの意見はよく聞いている。
・ひまわり通信は関係各課に届けられるとある
が市長の目にふれることはないのか。行き先、
処理の方法についても分かるようにすればどう
か。
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第24条　総合計画
　市は、この条例の理念にのっと
り、市政の運営を図るための総合
的な計画（以下「総合計画」とい
う。）を定めなければならない。
　２　市長は、総合計画の内容を
実現するため、適切な進行管理を
行わなければならない。
　３　市長は、総合計画が社会の
変化に対応できるよう常に検討を
加え、必要に応じて見直しを図ら
なければならない。

市及び市長等の対応

　総合計画を定め、
適切な進行管理を行
う。
　常に検討を加え必
要に応じて見直しを
図る。

章、条の見直し
条　文

第25条　組織
　市長等は、事務及び事業の運営
が簡素かつ効率的なものとなるよ
う十分配慮するとともに、市民に
分かりやすい組織の編成を行わな
ければならない。
　２　市長等は、社会情勢に柔軟
に対応し、政策を着実に実現する
ため常に見直しに努めなければな
らない。

　健全財政確保に努
め、効率的かつ重点
的に市の行政を担
う。
　毎年２回以上歳入
歳出予算の執行状況
等に関する事項を公
表する。

　事務事業の運営が
簡素で効率的となる
よう配慮し、分かり
やすい組織の編成を
行う。
　常に見直しに努め
る。

第26条　財政の健全性の確保
　市長は、健全財政の確保に努
め、効率的かつ重点的に市の行政
を担わなければならない。
　２　市長は、法及び条例で定め
るところにより、毎年２回以上歳
入歳出予算の執行状況並びに財
産、地方債及び一時借入金の現在
高その他財政に関する事項を市民
に公表しなければならない。

関係例規名 関係事業等
条例改正 現状での問題点等

各委員からの課題意見等

◎財政状況の作成及び
公表に関する条例

・総合計画の策定
・実施計画の見直し
・行政評価の実施

・「市民の参画の機会を確
保する」という文言が必要
でなかろうか？

・市及び市長等の対応で「常に検討を加え必要
に応じて見直しを図らなければならない。」に
ついて具体的にどういう手続きで「検討を加
え」「見直しを図る」ことになっているのか？
実際に本条例制定後どのような検討・見直しが
あったのか（→第２８条）

・組織、機構の見直し
の実施

・見直しばかりでなく中身の充実をはかるに
は？
・過去４年間（条例制定後）の組織の見直しが
どのように進んだのか情報を知りたい。
・単一の課では、実施できない事業について予
算の面での連携はどうなっているのか。

・「市民にわかりやすい組織」＝「民主的に効
率的な行政の確保」とはどのようなものか（逐
条解説文中）

・財政状況を広報紙等
に掲載
・財政健全化計画を策
定し公表
・予算の公表
・決算の公表
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第29条　監査
　市は、公平・公正で効率的な行
政運営を確保するため、専門性及
び独立性を有する外部監査人によ
る財務事情及び特定の事業等に関
する監査を実施するものとする。

第28条　行政評価
　市長等は、総合計画の推進に当
たり行政評価を実施し、その結果
に基づき、施策等を見直すととも
に、総合計画の進行管理及び予算
の編成に反映させなければならな
い。
　２　市長等は、行政評価の実施
に当たって市民参画に努めるとと
もに、その結果を公表しなければ
ならない。

章、条の見直し
条　文

第30条　国及び県との関係
　市は、国及び香川県と対等の関
係にあることを踏まえ、適切な役
割分担を行い、自立した地方自治
を確立するよう努めなければなら
ない。

第27条　出資法人に対する指導等
　市長等は、市が資本金、基本金
その他これらに準ずるものの２分
の１以上を出資している法人に対
し、当該法人の運営が健全に維持
されるよう必要な指導及び助言を
行うものとする。

市及び市長等の対応

　外部監査人による
財務事情及び特定の
事業等の監査を実施
する。

　総合計画の推進に
当たり行政評価を実
施し、総合計画の進
行管理及び予算の編
成に反映させる。

　資本金、基本金そ
の他これらに準ずる
ものの２分の１以上
を出資している法人
に対し、運営が健全
に維持されるよう必
要な指導・助言を行
う。

◎丸亀市個別外部監査
契約に基づく監査に関
する条例
○丸亀市個別外部監査
契約を締結しようとす
る相手方の資格を証す
る書面の閲覧に関する
規則

関係例規名

・一般公募の方を多く委員に入れたらいいと思
う。
・「市民参画に努め、その結果を公表しなけれ
ばならない。」この部分は行政評価への市民参
画ということだと思われるがこの４年間で市民
参画による評価の実例があれば教えてほしい。
（第２４条）
・行政評価の結果は公表されているが、それに
対して次年度の予算編成など市民の声が反映で
きるパブリックコメントなどの方法はあるのか
どうか。

各委員からの課題意見等

条例改正 現状での問題点等

・市長会等を通しての
国、県への要望の実施
・国・県からの技術的
な助言や、講演会の実
施

適切な役割分担を行
い自立した地方自治
を確立するよう努め
る。

・行政評価、外部評価
の実施
・行政評価結果の公表
・行政評価委員の公募

・包括外部監査の実
施、結果の公表
・個別外部監査の実
施、結果の公表

・財政援助団体の監査
の実施と結果の公表

関係事業等
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第10章　雑則

章、条の見直し
条　文

第33条　条例の見直し
　市長は、この条例の施行の日か
ら５年を超えない期間ごとに、各
条項がこの条例の理念に適合した
ものかどうかを検討するものとす
る。
→次頁へ

　５年を超えない期
間ごとに、各条項が
条例の理念に適合し
たものかどうかを検
討する。

・検証作業のための市
民アンケート実施

第９章　最高規範性

この条例は、自治の
基本的事項及び市政
に関する最高規範で
あり、市民及び市
は、誠実にこれを遵
守しなければならな
い。
市政運営及び施策の
実現に向けた基本的
な制度の整備に努
め、条例及び規則等
の体系化を図る。

第31条　他の地方公共団体等との
関係
　市は、他の地方公共団体及び関
係機関との共通課題又は広域的課
題に対しては、自主性を保持しつ
つお互いに連携し、協力し合いな
がら解決に当たるよう努めなけれ
ばならない。
　２　市は、前項に規定する課題
を解決するため、他の地方公共団
体及び関係機関と共同で組織を設
けることができる。

第32条
　この条例は、自治の基本的事項
及び市政に関する最高規範であ
り、市民及び市は、誠実にこれを
遵守しなければならない。
　２　市長等は、この条例の理念
にのっとり、市政運営及び施策の
実現に向けた基本的な制度の整備
に努めるとともに、条例及び規則
等の体系化を図らなければならな
い。

市及び市長等の対応 関係例規名 関係事業等

各委員からの課題意見等

条例改正

　共通課題、広域的
課題に対し自主性を
保持しつつお互いに
連携し、協力し合い
ながら解決に当たる
よう努める。
　他の地方公共団体
及び関係機関と共同
で組織を設けること
ができる。

・アンケート実施後のその活用方法について。
・アンケートの結果報告より条例の見直しが必
要な場合もある。

・自治基本条例を中心
とした条例、規則等の
制定

・現実的に実現できているか・中讃広域行政事務組
合
・香川県後期高齢者医
療広域連合
・西日本中央連携軸沿
線都市連携推進協議会
・香川中央拠点都市地
域整備推進協議会

現状での問題点等

・「市民及び市は、実にこれを遵守しなければ
ならない。」について、条文の中に「市民及び
市は」とあるので、市民アンケートだけをもっ
てして検証作業にあてるのでは不公平ではない
か。「市」が（といっても具体的には市長や市
職員ということになるでしょうが）この最高規
範性をどう捉えているか。知ることも必要で
は？

・危機管理体制に関わる条例が必要でないだろ
うか。

・「条例の見直し」→「条
例の見直しと検証」
・２～３年に一度はした方
がいいと思う。
・５年を３～４年に。

13



条例改正 現状での問題点等
市及び市長等の対応 関係例規名 関係事業等

第34条　委任
この条例の施行に関し必要な事項
は、別に条例で定めるものを除く
ほか、市長等が別に定める。

　２　市長は、前項に規定する検
討の結果を踏まえ、この条例の見
直しが適当であると判断したとき
は、必要な措置を講じるものとす
る。
　３　市長は、前項に規定する必
要な措置を講じるに当たっては、
市民の意見を聴かなければならな
い。

章、条の見直し
条　文

　条例の見直しが適
当であると判断した
ときは、必要な措置
を講じる。
　必要な措置を講じ
るに当たり市民の意
見を聴く。

　必要な事項は、別
に条例で定めるもの
を除くほか、市長等
が別に定める。

各委員からの課題意見等
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